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課題発信セミナー
産業振興・民間セクター開発分野

2020年10月5日（月）
JICA経済開発部 民間セクター開発グループ



本日のご説明内容

１.JICA民間セクター開発分野の取組み

２. 期待される提案分野・留意点

１）民間セクター開発分野の取り組み方針

２）民間セクター開発分野におけるCOVID-19の今後の支援の
あり方について

３）持続可能な観光開発の取り組み方針



１．１）民間セクター開発分野の方針
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SDGs

「民間セクター開発」分野では、包摂的かつ持続可能な質の高い経済成長（SDGs8,9,開発協力大綱）を目指し、
民間企業の能力を高め、ビジネス環境も整備することで、人間らしい雇用創出に資する民間企業主導の経済成長
を達成し、就労者一人当たり所得の向上につなげることを目標とする。

（アフリカ、中東・欧州、中南米）
「起業家・企業育成」
• 企業能力の向上、企業の金融アクセスの改善、ビジネス環境の

改善を行い、途上国企業の成長・イノベーションを促進する。
• 実施に際してはグローバルパートナーシップを推進するとともに、

新技術・ICTの活用を積極的に行い、プロセスの加速化を図る。

（東南アジア・太平洋、東・中央アジア、南アジア）
「投資促進・産業振興」
• 日本企業の有する技術・経験や、日本人材開発センターを含む

JICAの協力アセットを活用の上、現地企業・経営者・起業家の
育成を支援するとともに、現地・日本企業間のリンケージを強化。
投資促進・産業振興政策の立案・実施やビジネス環境改善に取
り組みつつ、現地企業の成長・イノベーションを促進し、産業の
多角化・高度化を図る。

（全世界）

「持続可能な観光開発」

・雇用・GDPへの貢献が高く、今後も急速に成長することが予測され
る観光産業について、正のインパクトを最大限引き出し、負のインパ
クトを制御するための「持続可能な観光開発」に向けた取り組みを総
合的に支援する。

・実施にあたっては、UNWTOとのMoCを核に、他ドナー、民間企業と
のリンケージを強化し、連携事業を積極的に推進する。

事業戦略

「経済成長
の基礎及び
原動力
の確保」*

質の高い経済成長
を促進するための
原動力として、途
上国における産業
の振興を目標とし、
民間企業の育成・
成長および先進国
から途上国への直
接投資の促進を支
援する。具体的に
は、「自由で開か
れたインド太平洋
戦略」を踏まえ、
成長著しいアジア
と潜在力溢れるア
フリカにおける製
造業の振興に重点
的に取り組む。

開発協力大綱

自由で
開かれた
インド

太平洋戦略

JICA
中期目標

・
中期計画



1.2. 民間セクター開発に関連するSDGs
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強靱（レジリエント）なインフラ構築、包摂的かつ持続可能な産業化（工業化）の促進及びイノベーショ
ンの推進を図る
9.2：包摂的かつ持続可能な産業化促進。雇用・GDPにしめる産業セクターの割合を増加。
（9.2.1Manufacturing value added as a proportion of GDP and per capita, 9.2.2Manufacturing employment as a proportion of total 
employment )
9.3：小規模製造業その他企業について、①金融サービスアクセス改善、②バリューチェーン、③市場アクセスの拡大

(9.3.1 Proportion of small-scale industries in total industry value added, 9.3.2 Proportion of small-scale industries with a loan or line 
of credit )
9.4：資源利用効率、環境に配慮した技術・産業プロセス導入 (9.4.1 CO2 emission per unit of value added)
9.b：産業多様化、商品付加価値創造等に資する政策環境 →技術開発・研究、イノベーション支援確保

(9.b.1 Proportion of medium and high-tech industry value added in total value added)

持続可能な開発のための実施手段を強化し、グローバル・パートナーシップを活性化する
17.3：複数の財源から開発途上国のための追加的資金を動員
(17.3.1 Foreign direct investments (FDI), official development assistance and South-South Cooperation as a proportion of total 
domestic budget, 17.3.2 Volume of remittances (in United States dollars) as a proportion of total GDP)
17.5：LDCのための投資促進枠組みの導入
(17.5.1 Number of countries that adopt and implement investment promotion regimes for least developed countries)
17.9：開発途上国の能力構築 (17.9.1 Dollar value of financial and technical assistance (including through North-South, South-
South and triangular cooperation) committed to developing countries)
17.11：開発途上国の輸出の大幅増加 (17.11.1 Developing countries’ and least developed countries’ share of global exports)
17.17：効果的な公的、官民、市民社会のパートナーシップ推進 (17.17.1 Amount of United States dollars committed to 
(a)public-private partnerships and (b)civil society partnerships

民間セクター開発に関連するSDGs
包摂的かつ持続可能な経済成長及びすべての人々の完全かつ生産的な雇用と働きがいのある人間らしい雇
用（ディーセント・ワーク）を促進する。
8.1：一人当たり経済成長率の持続。LDCは年率7％の成長率

(8.1.1 Annual growth rate of real GDP per capita)
8.2：産業多様化、技術向上、イノベーション推進による高いレベルの経済生産性

(8.2.1 Annual growth rate of real GDP per employed person)
8.3：①生産活動、起業、創造性、イノベーションを推進する政策

(8.3.1 Proportion of informal employment in non-agriculture employment, by sex)
②金融サービスアクセス改善を通じた中小零細企業の設立・成長推進



「民間セクター開発」分野のJICAの取り組み基本的なアプローチ
（※全途上国共通）
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ビジネス環境

（グローバル）市場へのアクセス
Access to Market

① 産業政策・ビジネス環
境改善（政策面）
・産業政策支援
・投資・ビジネス環境の改
善

④ リンケージ強化
(市場アクセス面）
・経済特区整備、投資促進
・ビジネスマッチング推進
・バリューチェーン構築促
進

⑤ 急進的イノベーション
推進

• VC等と連携した起業家育成
•ベンチャー投資促進
•スタートアップを取り巻く
事業環境整備

② 金融アクセス改善
(金融面）
・ツーステップローン
・金融機関審査能力強化
・信用情報整備
・新たな金融サービス活用
促進、等

金融アクセス
Access to Finance

企業競争力
Firm Capabilities

起業
新ビジネス開発

技術開発

経営力
（マーケティング、
財務、経営計画、
人的資源管理等）

カイゼン
（生産・管理能力）

＋
要素技術習得

③ 企業競争力強化
• 経営力：BDS提供（ビジ
ネスプラン、マーケティ
ング、財務等）

• 技術力：生産・品質管理
手法の向上（カイゼン）

●民間セクター開発分野では、政策面、金融面、市場へのアクセス面からビジネス環境の改善を支援するとともに、日本に比較優位のある経
営・技術面での企業の競争力強化に取り組む。

●日本の産業政策経験に関心が高く、強いコミットメントが得られる国に対しては政策支援を通じて政策選択・実行を支援する。また、企業
の競争力強化については、民間の役割を補完することを中心課題として取り組む他、グローバルな産業構造の高度化（デジタル化）やリープ
フロッグによるイノベーション推進のため、ベンチャーキャピタル（VC)と連携したスタートアップ支援も取り入れる。



アジアにおける取り組み（重点国・準重点国の考え方と戦略）
経済規模（GDP)、日系企業拠点数、所得水準、日本センターの所在から「重点国」「準重点国」を選定。

発展段階に応じた支援を組み合わせていく他、日本センターの積極活用や日系企業との連携により人材育成・イノベーション等を推進
経済規模
（GDP）

経済規模
＞100 Bil

USD

又は

日系企業
拠点数
＞200

日系企業
拠点数

対象国

ラオス（●）
ウズベキスタン（●）
キルギス（●）

スリランカ、ブータン、
東ティモール、ネパー
ル、タジキスタン、ア
フガニスタン、大洋州

インドネシア
フィリピン
ベトナム（●）
インド

カンボジア（●）
バングラデシュ
ミャンマー（●）
パキスタン

重
点
国

カテゴリ アプローチと戦略
【要素１】

産業政策・ビジネス
環境改善

マレーシア、
カザフスタン、タイ

【●日本センター所在及びインド】
・日本センター・インドCII等過去のアセッ
トをプラットフォーム化し活用（※）
・経営者層を主なターゲットとした実践的
経営力の向上

・日本の支援機関（JETRO、中小企業基盤整
備機構）との連携

・日系企業と連携
した人材育成・イ
ノベーションの推
進

・域内リソース
（自治体、ベン
チャーキャピタル、
アクセラレー
ター）と協業した
エコシステムの形
成支援

・産業の高度化のた
めの政策支援(第4次
産業革命への対応、
産業多角化）

・投資促進、産業振
興総合的支援
・ソフト（政策）・
ハード（工業団地）
の重層的支援
・治安、為替等不安
定国はこの安定化を
優先

●日本センター所在国

関連日本政府政策
●「産業人材育成協力イニシアティブ2.0」
●「メコン産業開発ビジョン2.0」（策定中）
●「日ASEAN第4次産業革命イニシアティブ」

（※）日本センターのプラットフォーム化は
2019年3月理事会にて承認

【要素２/５】
イノベーション

推進・金融アクセス

【要素４】
リンケージ

強化

【要素３】
企業競争力

強化

【日本センター等拠点のない国】
・日系企業（工業団地入居等）と連携し
た、日系・現地企業間のリンケージを推
進

モンゴル（●）

所得水準
（GDP/人）

>7,000
USD

2,000
～4,000

USD

＜2,000
USD

4,000
～7,000

USD

準
重
点
国
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JICA
提案型
事業

地方自
治体・商
工会、地

銀

JETRO
SMRJ

現地企業日本企業 リンケージ

企業向け
支援機関

日本
センター

JICA途上国政府向け支援

投資庁工業省

具体的な取組みとステークホルダーの関係

①産業政策・ビジネス
環境改善

②金融アクセス改
善

③企業競争力強化

④リンケージ強化

⑤急進的イノベーション推進

• 現地及び日本双方のステークホルダーを巻き込み、JICA提案型事業とも連携して、成果の発現を目指す。
• 日本センターについてはプラットフォームとして戦略的に活用する。

アジアにおける取り組み
（投資促進・産業振興）
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アジアにおける取り組み（投資促進・産業振興）

（日本人材開発センター）
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アジアにおける取り組み(投資促進・産業振興）の下、
現在支援しているサブセクター
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国名 サブセクター（当該分野の人材育成含む）

インドネシア 自動車、電気電子、食品加工、新技術を活用した製造業高度化

ベトナム 裾野産業、新技術を活用した製造業高度化

ミャンマー 素形材、繊維、食品加工

フィリピン 自動車、自動車部品（電気電子・IT/ESO*産業含む）

バングラデシュ 金属加工、機械加工、プラスティック成形

インド 製造業

パキスタン 自動車、繊維

*ESO: Engineering Service Outsourcing 

留意事項：提案型事業との関係

• サブセクターと関連するご提案を歓迎。ただし、後述のご提案頂きたいテーマにあるような新規性・革新
性のあるものはサブセクターに限定するものではないため、あくまで参考資料としてお使いください。

• なお、後述テーマ以外に、上記サブセクターにおける、以下のご提案も歓迎します。
• ご提案企業の有する製品技術や生産技術、経営ノウハウを活用した、現地企業・人材、BDS機関

（試験機関、技術支援機関等）の育成

• ご提案企業の進出により、同企業のみならず現地企業のサプライチェーン・バリューチェーンへの
参入が促進されるもの



アフリカにおける取り組み（重点国・準重点国の考え方と戦略）
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グループ３
スタートアッ
プ支援に重点
-南ア、ナイ
ジェリア

 各要素は下記のステップで持続的・規模拡大が可能な体制構築を推進。スケールアップは他ドナー資金も活用。
 拠点国の中でも中心となるの4か国（グループ１）は基本的アプローチの５つの要素を統合した取り組み・周辺国支援を強化。
 その他の国々(グループ２）ではカイゼン／BDSの企業競争力強化を重点的に支援し、周辺国への支援を検討する。拠点国（チュニジア、

カメルーン、ザンビア）以外ではAUDA-NEPAD連携で実施中のアフリカカイゼンイニシアチブの枠組みを活用し、E-Learning、第3国
研修、他ドナー資金（AfDBのFAPA基金等）等により広域的な支援を行う。

 スタートアップのハブであり、FDIも流入するナイジェリア・南アフリカ（グループ３）は、別途調査を実施中の日系ベンチャー
キャピタルと連携しつつ、成長加速プログラム構築等によりスタートアップ支援の取り組み方針を具体化し、起業家輩出を促進。

グループ２
カイゼン・BDS
を重点

他
ド
ナ
ー
と
連
携
し
て
ス
ケ

ー
ル
ア
ッ
プ

グループ１
統合的取り組みを推進

重点国：エチオピア、ケニア
ガーナ、タンザニア
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・TICAD6にて日本政府は、「NEPADと連携し、カイゼン・イニシアティブを通じてカイゼンをアフリ
カ全体に推進し、カイゼンを取り入れる工場等で生産性3割向上を目指す」ことを表明。
・2017年4月にNEPADとJICAはアフリカ・カイゼン・イニシアティブにかかる合意文書を署名。

【目的】
(1) アフリカの産業振興と経済構造転換の促進
(2) Decent Workと雇用の創出
(3) 競争力のあるイノベーティブな人材育成を推進

【４つの柱】
①政策レベルでの啓発
②Center of Excellenceの整備
③カイゼン活動の標準化
④ネットワーク化

【進捗等】
研究書籍、カイゼンハンドブック、カイゼン年次会合
2019年に第1回カイゼンアワード、E-Learningの取組等、

アフリカにおける主な取り組み
（アフリカ・カイゼン・イニシアチブ （2017-2027））



１．２）民間セクター開発における
COVID-19の今後の支援のあり方について



JICAの支援の方向性
資金支援×カイゼン(BDS)×新技術×スタートアップ支援

① 新型コロナは全世界の企業の収益や資金繰りを悪化させ、雇用に大きな影響。
② 国境封鎖等、ヒト、モノの移動制限によりサプライチェーンが混乱。
③ 医療・衛生関連物品等の需要急増に対応した生産増が必要。コロナ禍での事業継続。
④ 新たなコロナ禍の世界の社会生活様式(ニューノーマル）に対応した新しい需要への対応

経済のレジリエンス強化

企業収益悪化

雇用減

企業収益悪化

① 資金繰り悪化 ② サプライチェーン混乱

③カイゼン・BDS支援

雇用環境のレジリエンス強化

③ 医療・衛生物品の需要増。
コロナ禍での事業継続

事業環境の改善

④ ニューノーマルに対応
した新しい需要

雇用
④イノベーティブなスタートアップ支援

①緊急資金支援 ②SC再構築支援
（BDS・新技術)



【具体例１】③ 実施中の技術協力を活用した緊急コロナ対策支援
１）企業向けコロナ対策遠隔教材

日本センター新型コロナ禍対策緊急講座
コロナ禍の緊急WEB動画コース （経営戦略、人材管理、生産管理）



【具体例２】 ③ 実施中の技術協力を活用した緊急コロナ対策支援
２）カイゼン、BDSによる事業継続支援、製品開発・生産技術導入

促進（医療関連機器・資材の開発・生産支援を含む）

カメルーンカイゼン普及案件
支援現地企業

５S/カイゼンの活用による
・ マスクの生産
・ 手洗い器の開発
・ 事業所での衛生対策
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NINJA Business Plan Competition in response to COVID-19 の概要
JICAは、コロナ禍において社会構造・経済活動の変化に対応した革新的なビジネスモデル・
テクノロジーを生み出すスタートアップを発掘し、成長を促すビジネスコンテストを開催

項目 概要

プログラム名： NINJA Business Plan Competition in response to COVID-19

目的：
COVID-19に伴う社会構造・経済活動の変化に対応した革新的なビジネスモデル・
テクノロジーを生み出すスタートアップの発掘・その成長を促すビジネスコンテス
トの実施及び優秀企業によるパイロット事業の実証

対象国： アフリカ19か国

対象企業：
• 事業実施国において登記済みの企業または団体
• サービスを提供している、又はサービスを提供する目途が契約期間中につくこ
と等

応募内容： COVID-19による社会構造・経済活動の変化に対応したビジネスアイディア及び事
業概要

アワード：
• 各国において3～5社を目途に優秀企業を選定
• 各優秀企業と最大USD30,000の契約を締結
• 優秀企業から10社程度を選定し、決勝戦を実施予定

スケジュール：
募集開始： 2020年7月6日
募集締切： 2020年8月5日 （エチオピアのみ8月26日）
優秀企業選定： 2020年9月～10月
決勝戦： 2020年度第4四半期（予定）

【具体例3】 ④コロナ影響下で顕在化したニーズに対応する
新たなビジネスの事業化・成長支援
コロナ対応ビジネスコンテスト



１．３）持続可能な観光開発の取り組み方針







トルクメニスタン

カザフスタン

ウズベキスタン
キルギス

タジキスタン
アシガバード

ドゥシャンベ

タシケント

アスタナ

敦煌

アクベシム

サマルカンド

中央アジア５ヵ国：東京文化財研究所、
帝京大学、武庫川女子大学
・ユネスコ文化遺産保存日本信託基金
「中央アジアのシルクロードの構成資
産に対する支援事業」フェーズⅡ
（ 2014年～）

立正大学
・ウズベキスタン学術交流事業
（ 2014年～2020年）

ビシュケク

帝京大学
・世界遺産「シルクロード：長安ー天
山回廊の交易路網」アクベシム遺跡等
発掘調査（ 2011年～）

～中央アジア諸国との対話と協力の枠組みである「中央アジア+日本」対話に資するSTPFづくり～
中央アジアにおける持続可能な観光開発プラットフォーム（STPF）構想

タジキスタン国別研修「観光開発」
要請書接到済み
2020
約0.03億円

キルギス開調「チュイ州世界遺産を活用
した地域開発・観光促進プロジェクト」
要請書接到済み
2020-2024
約4億円

ウズベキスタン個別専門家「観光促進
アドバイザー」（広域）
採択済み
2020-2022
約0.8億円

開発連携大学院プログラム対象国
・ウズベキスタン
・キルギス

奈良県
・奈良県サマルカンド州友
好提携協定（ 2019年～）

株式会社JTB
ウズベキスタンSDGｓ案件化調査「観光
開発における新価値創造サービス構築の
ための案件化調査」
2019-2020
約0.1億円

ウズベキスタン
個別専門家「ウズベキスタンにおける
森林資源の持続可能な管理」
要請書接到済み
2020-2022
約0.45億円
国別研修「地域振興に寄与するエコ
ツーリズム等の持続可能な湿地資源の
利用」
要請書接到済み
2020-2022
約0.07億円

和歌山大学
ウズベキスタン「ブハラ州立大学との
大学間交流協定」
2018-

UNWTO本部
アジア・太平洋局
※当該地域で協力
を実施しているド
ナーをSTPFに招集

テヘランタブリーズ 奈良

東京藝術大学
文化庁文化遺産保護国際貢献事業
・ウズベキスタン共和国等中央アジア
諸国における文化遺産保護国際貢献事
業（ 2018年～）

文化遺産国際協力コンソーシアム

MoCに基づく
相互連携

STPF事務局

イラン

アゼルバイジャン

ジョージア

アルメニア

地場産業
振興支援
を展開中

JICA本部

帰国後積極的に参画



第1波

第2波

第3波
第4波

ワ
ク
チ
ン
開
発

自粛からの解放
（国内短距離旅行）

人の移動の復興
（国内長距離・域内旅行）

イン＆アウトバウンドの再興
（ニューノーマルに則した観光）

コロナの影響による今後の予測と考えられる支援策（観光）

短期 中期 長期

・移動制限による影響が甚大であ
り、緊急融資・資金支援や補助
金給付等緊急対応支援を側面支
援

・来るべくポストコロナ期にインバウンドを
誘致できるようなニューノーマルに則した
観光開発計画（リカバリープラン）の策定
支援

With 
リカバリープラン国

Without
リカバリープラン国

免疫パスポートの携行義務化？

・（リカバリープランに基づき）
ニューノーマルに則した観光
開発支援を実施

感染者数

観光客数

支援策

JICA×UNWTO連携事業（検討中）

短期：「人の移動」が前提の産業であるため、ビジネス展開困難。自粛が解除された直後は、「ご近所観光」が再興
中期：Withコロナ対策を行っている施設、地域を中心に国内旅行が活性化。免疫パスポートの携行を前提に域内観光が解禁
長期：ワクチン開発後海外渡航が解禁。ニューノーマルに則した観光 ↑ex:環タスマニアCOVID-19安全旅行地帯構想



本日のご説明内容

１.JICA民間セクター開発分野の取組み

２. 期待される提案分野・留意点

１）民間セクター開発分野の取り組み方針

２）民間セクター開発分野におけるCOVID-19の今後の支援の
あり方について

３）持続可能な観光開発の取り組み方針



「民間セクター開発」分野のJICAの取り組み基本的なアプローチ
（※全途上国共通）
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ビジネス環境

（グローバル）市場へのアクセス
Access to Market

① 産業政策・ビジネス環
境改善（政策面）
・産業政策支援
・投資・ビジネス環境の改
善

④ リンケージ強化
(市場アクセス面）
・経済特区整備、投資促進
・ビジネスマッチング推進
・バリューチェーン構築促
進

⑤ 急進的イノベーション
推進

• VC等と連携した起業家育成
•ベンチャー投資促進
•スタートアップを取り巻く
事業環境整備

② 金融アクセス改善
(金融面）
・ツーステップローン
・金融機関審査能力強化
・信用情報整備
・新たな金融サービス活用
促進、等

金融アクセス
Access to Finance

企業競争力
Firm Capabilities

起業
新ビジネス開発

技術開発

経営力
（マーケティング、
財務、経営計画、
人的資源管理等）

カイゼン
（生産・管理能力）

＋
要素技術習得

③ 企業競争力強化
• 経営力：BDS提供（ビジ
ネスプラン、マーケティ
ング、財務等）

• 技術力：生産・品質管理
手法の向上（カイゼン）

●民間セクター開発分野では、政策面、金融面、市場へのアクセス面からビジネス環境の改善を支援するとともに、日本に比較優位のある経
営・技術面での企業の競争力強化に取り組む。

●日本の産業政策経験に関心が高く、強いコミットメントが得られる国に対しては政策支援を通じて政策選択・実行を支援する。また、企業
の競争力強化については、民間の役割を補完することを中心課題として取り組む他、グローバルな産業構造の高度化（デジタル化）やリープ
フロッグによるイノベーション推進のため、ベンチャーキャピタル（VC)と連携したスタートアップ支援も取り入れる。



民間セクター分野の事業内容と連携する観点から、
民間企業の皆様からのご提案を期待しているテーマ
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⑤急進的イノ
ベーション

⑤ 途上国におけるスタートアップ支援事業・スタートアップ支援

・起業家支援基金設立

④リンケージ
強化

④ Eコマース等を活用した途上国企業との取引機会の拡大・自動車クラスター／産業人材
育成

・日本人材開発センター

③企業競争
力強化

③ 製造業の生産性向上・高付加価値化に資する新技術の活
用

・カイゼン／BDS支援

・中小企業支援

・カイゼンE-Learning等

②金融アクセ
ス改善

② 革新的な企業金融のアイディア・起業家支援基金設立支援

・企業金融アクセス改善（フィ
ンテック活用）

①産業政策・
ビジネス環境

改善

① 起業・投資認可に係る行政手続きの円滑化・効率化・産業政策対話、工業団地、
経済特区開発、投資促進・円
滑化

JICAの取組 提案を期待するテーマ



①起業・投資認可に係る行政手続きの円滑化・効率化
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政府申請窓口
（シングル
ウィンドウ）

申請１

•現地法人登記申請

•会社定款

•法人役員書類

•登記料の支払い

申請2

•新規外国投資申請

•土地利用の証明書

•銀行残高証明書

•建設許可証

•環境保護証明書 等

申請3

•輸出入免税申請書

•税務登録証、VAT番号
登録証の取得

•通関申請

* 政府のシングルウィンドウとは限らず、例えば簡便なクラウド型会計アプリ、労務管理アプリなど政府への申請前に必要な書類作りも含む。
外国企業のみならず国内の企業・ビジネスマン向けのサービスも対象。

• 企業を取り巻くビジネス環境の改善に資する、企業の様々な書類手続きの円滑化、
効率化に資するイノベーション。政府の領域への支援に限らず、その周辺の民間サー
ビスに関するご提案を歓迎。

申請者の負
荷を低減す
る革新的な
サービス*

①産業政策・
ビジネス環境

改善



②革新的な企業金融のアイディア
• 企業成長のためには、運転資金確保、設備投資の実施等の観点から、金融サービ
スへのアクセスが必要不可欠。

• 開発途上地域の中小企業は融資に当たってリスクが高いとみられていること等により、
企業金融のアクセスが限定され、また、提供される場合も高金利（20％超）となる
ことが多い。

• 開発途上地域においては、ケニアにおけるM-PESA（※）のように通常の銀行サー
ビスと異なる形で金融サービスが提供される等先進国と異なる環境もある。
※銀行口座ではなく携帯電話を活用した送金・決済システム

↓
以下のような視点でのご提案に期待
• 開発途上地域の現状を踏まえつつ、企業に対する金融サービスの新しいアプローチ。
（銀行融資の補完サービス、銀行とは別の主体による金融アクセスの提供等。）

②金融アクセ
ス改善



③ 製造業の生産性向上・高付加価値化に資する新
技術の活用

29
** Source:Trouble in the Making? The Future of Manufacturing-Led Development, 2017 World Bank 

IOT Big data
Analytics

3D
Printing

Robotics Smart
Sensors

Augmented
Reality

Cloud
Computing

Energy
Storage

AI/
Machine
Learning

Nano-
technology

Technology associated with Industry 4.0 (上位10技術)**

新技術

• 日本の中小企業等が有する技術を新興国の産業に適用することで、新興国企業・人材の育成、産業の
高度化を図るとともに、日本企業の新興国におけるマーケットシェア獲得にもつながるご提案を歓迎。

途上国の自動車パーツの工場（パキスタン） 先進国の二輪車工場（写真：Bing images）

③企業競争力
強化



③
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④ Eコマース等を活用した途上国企業との
取引機会の拡大

• インターネットを活用し、輸出を行う中小企業の数は世界的に増加。途上国企業が
日本企業において取引機会を増やすアイディア、日本市場に輸出を促進する様々な
支援サービス（ロジスティクス含む）などに関する提案を歓迎。
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途上国の企業

Eコマース活用上の課題
• 決裁システムの有無、信頼性
• 品質や納期、ロットの要求
• 言語の対応、デジタルスキルの不足
• 物流コスト大
• 通関手続きの煩雑さ
• 制度や規制に関する情報不足
• 販売先市場の特性や消費者ニーズ、行動の把握

商品
輸出

Eコマース活用の魅力
• ECにより新たな市場へのアクセスが容易
• 小さな投資で開始できる
• 小ロットの取引が可能
• 仲介業者の中抜きによる輸出コスト削減
• 作り手のストーリーを伝えることができ、大量生
産ではない付加価値を付けられる可能性がある

④リンケージ
強化



⑤ 途上国における
スタートアップ支援事業

• 途上国におけるイノベーションの推進、産業高度化・多角化の実現や、開発課題の
解決のためには「スタートアップ／起業家」の活力が有効。

• JICAではベトナム、カンボジアの日本センター、エチオピア・ビジネス・ディベロップメント・
サービスプロジェクトで取組みを開始。

↓
以下のような視点でのご提案に期待
スタートアップ、起業を促進し、成長軌道に乗せるための様々なアプローチ。

• 例１：効果的なインキュベーション、アクセラレーションのサービス提供モデル
• 例２：途上国のスタートアップ、起業家に対する投資を行うファンドの設立

⑤急進的イノ
ベーション



民間企業の製品・技術の活用が期待される開発途上国の課題
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• 民間企業の製品・技術の活用が期待される開発途上国の課題については、
課題の内容、想定される製品や用途に関する情報、関連する公的機関、関
連するODA案件等をJICAホームページで公表しています。

• 「産業振興分野」に関する課題シート一覧はこちら

https://minkanrenkei.jica.go.jp/area/table/26067/98J963/M?detect=%94%BB%92%E8&S=oftis2ldkhlf&24925_1940632_1=5&24925_1984810_1=&24925_1984812_1=&24925_1984816_1=&24925_1984825_1=&24925_1984825_2=&smp_sf_button_24925=%8C%9F%8D%F5

	スライド番号 1
	本日のご説明内容
	１．１）民間セクター開発分野の方針
	民間セクター開発に関連するSDGs
	　「民間セクター開発」分野のJICAの取り組み基本的なアプローチ�（※全途上国共通）
	　アジアにおける取り組み（重点国・準重点国の考え方と戦略）�経済規模（GDP)、日系企業拠点数、所得水準、日本センターの所在から「重点国」「準重点国」を選定。�発展段階に応じた支援を組み合わせていく他、日本センターの積極活用や日系企業との連携により人材育成・イノベーション等を推進
	スライド番号 7
	スライド番号 8
	スライド番号 9
	スライド番号 10
	アジアにおける取り組み(投資促進・産業振興）の下、�現在支援しているサブセクター
	アフリカにおける取り組み（重点国・準重点国の考え方と戦略）�
	スライド番号 13
	１．２）民間セクター開発における�COVID-19の今後の支援のあり方について
	　JICAの支援の方向性�資金支援×カイゼン(BDS)×新技術×スタートアップ支援
	【具体例１】③　実施中の技術協力を活用した緊急コロナ対策支援�１）企業向けコロナ対策遠隔教材
	　 【具体例２】 ③　実施中の技術協力を活用した緊急コロナ対策支援�　　　　　　２）カイゼン、BDSによる事業継続支援、製品開発・生産技術導入�　　　　促進（医療関連機器・資材の開発・生産支援を含む）
	スライド番号 18
	１．３）持続可能な観光開発の取り組み方針
	スライド番号 20
	スライド番号 21
	スライド番号 22
	スライド番号 23
	本日のご説明内容
	　「民間セクター開発」分野のJICAの取り組み基本的なアプローチ�（※全途上国共通）
	民間セクター分野の事業内容と連携する観点から、�民間企業の皆様からのご提案を期待しているテーマ
	①起業・投資認可に係る行政手続きの円滑化・効率化
	②革新的な企業金融のアイディア
	③　製造業の生産性向上・高付加価値化に資する新技術の活用
	③　　　　　　　　　　　　　
	④　Eコマース等を活用した途上国企業との�取引機会の拡大
	⑤　途上国における�スタートアップ支援事業
	民間企業の製品・技術の活用が期待される開発途上国の課題

